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はじめに

2006年2月末、第28次地方制度調査会答申によって道州制論議は新しい

段階に入った(1)。戦前来の歴史を持つこの「道州制」をめぐる議論は、わが

国においては戦前乗の歴史をもってきたが、少子高齢化を起因とする国・地

方の財政運営上の困難が一段と深刻化し、さらには平成の大合併も一段落し

た現在、かつてないほどの現実性を帯びて語られ、政府、政党、財界、そし

て個々の自治体、特に都道府県レベルではでは、このテーマを主題とする研

究集会や啓発運動もかつてないほどの広がりと高まりを見せている。

このような事情を背景に、フランスの地方自治制度、特に州(region)刺

度が(2)、にわかに注目を集めてくるようになった。目・仏両国ともに行政的

中央集権という特徴が語られ、また批判されてきた国である。しかし、西欧

民主主義の伝統に身をおくフランスと東アジアの歴史の中から19世紀後半

に近代国家建設を迫られた日本という、歴史社会学的な異質性を措くとして

も、そこには類似の中の相違もいくつか指摘される。

そこで、この小論においては、明示的にであれ、暗示的にであれ、フラン

スの州制度を援用して道州制を論じ、さらにはその制度設計を行う際に必要
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となるくつかの留意点を整理し、若干の検討を加えることを目的とする。

1　比較行政論におけるフランス

(1)地方自治の反モデル国

日本における現代フランスの政治・行政の研究は、他の分野、特に文学、

美術、哲学等の人文系諸学におけるフランス研究に比べて決して豊富とは言

えなかった。憲法学、国際政治や外交史の領域を除けば、半世紀以上に亘る

政治学会及び行政学会の研究動向を見ても、分野で言えば政治史及び政治思

想の領域に、時期的にみればフランス革命期及び人民戦線期あるいはドゴー

ル国家と学生反乱といった、あえて言えば、劇的な政治現象・事件に傾斜し

がちであった。言うまでもなくそのような特徴は、戦後日本の民主化という

改革課題と深く関連していたと思われる。

外国 (歴史) 日本 (現代)

理論 (一般) A B
応用 (個別) C D

およそ30年ほど前、村松岐夫は、第二次大戦後の日本行政学会の研究動

向を、概ね上図のように表現した<3>。この時点で言えば、日本の行政学は

「AとDにウェイトをおいて」きて、 「BとCに比較的関心が薄かった」とさ

れる。現代行政学の出自からすれば、 Aにおいては米国偏重が顕著であるこ

とは当然のことと言えるが、日本の学会員の数的規模も大きくないという事

情を考慮してみても、 Cの外国の事例・実態研究においては、フランス研究

はきわめて乏しかった。無論、政治・行政学における比較研究の意味は、改

革課題に直面して模範とすべきモデルを探索することだけにあるわけではな

い(4)。しかし、研究姿勢において実践志向の強い行政学界においては、フラ
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ンス、とりわけその自治制度は、戦後EI本にとってそのような「モデル」と

して取りあげられることはなかったと言ってよい(5)。

地方自治制度は通例、 「大陸ヨーロッパ型」と「英米型」という対比の軸

と「単一国家」と「連邦国家」という軸によって4つのタイプに分類され、

フランスは大陸型かつ単一国家型(6)であり、さらに「集権・分権」と「融

合・分離」という分類軸を用いたマトリックスにおいても、フランスは「集

権」かつ「融合」のカラムに属している。従って、少なくともその制度精神

に着目するかぎり、 「集権・融合型」から英米型の「分権・分離型」自治制

度に転換しようとした日本の制度改革のモデルとしては、参照に伍する程度

は小さいものとして位置づけられてきたといえる(7)。そのような模範として

の「モデル」は、今なおイギリスであり、アメリカであり、また近年であれ

ばスウェーデンなど中・北欧諸国であろう(呂)0

(2)道州制のモデル国

それでも、日本で道州制の議論が本格化し始めて漸く、フランスをわが国

の模範としての「モデル」として語る機会が訪れたのかもしれない(9)。 4半

世紀前すでに滝沢正は、 「従来の外国リージョナリズム研究がほぼ英米にか

ぎられていた」ことへの反省を促し、 「問題状況の現れ方」において類似す

るフランス研究の必要性を唱えていた。すなわち「将来、再び『道州制』が

活発に論じられるような状況になった時には、フランスの制度の検討は一層

必要性を増すものと思われるのである(10リ。あるいは逆に、フランスの側か

ら日本の戦後改革以降の経験を、とくにその「集権的分散システム」を分権

化以降の進化の「先行事例」と見なすことになる可能性も否定できない(ll)。

1982年、前年に成立したミッテラン(社・共連合)政権がその余勢を駆っ

て、 「200年ぶり」 「ナポレオン以来」とも表現された地方分権改革に着手し、

1950年代半ばからその姿形を整えつつあった地域圏を、公選の議会と執行部

の長(議長)を擁する「州」という第三の自治体に昇格させた。以来今日に
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至るまで数次の改革を経てきているが、 2003年の憲法改正では、その第72

条の①において、 「共和国の地域共同体は、市町村、県、地域圏、特別の地

位を与えられた共同体、および、第74条により規律される海外共同体であ

る」と規定し、州はその憲法上の正当性を獲得するまで至っている(12)。

EUという枠組みの中にあっては、もはやその理念においても個別の政策

についても、かつてのような「フランスの」といった一国主義的ないし二国

間比較の議論の仕方はもはや困難であるが13)、それでも、県を超える広域行

政枠組みの構想におけるこの二国間の比較にはなお、あるいは以前にも増し

て関心を砲かざるを得ない。その構想が、日本とフランスという二つの単一

国家における国の形を改変する可能性を秘めているからである(14)。

(3)市町村合併の反モデル国

ところで、州がにわかに注目を浴びるようになった反面、この国の基礎自

治体たる市町村.commune)は、少なくとも平成の大合併を推進した側の政

府にとっては、決して「モデル」となりうるような実績を示していない(15)。

逆に、既存の市町村の枠組みを固守する合併回避の代替策というべき市町村

共同体(communaute des communes)の実践・実績は、わが国における市町村

合併策に批判的な論者によって注目を受けることになった(16)。

しかし、合併を忌避する市町村の膨大な数が、その「くくり」として本国

で96も存在する県を必要とし、その県の人口規模の小ささが、言い換えれ

ば行財政能力の乏しさが、より上位に位置する中間団体たる州を要請するこ

とになるとすれば、小規模な基礎自治体の維持と州の創設は、その中間に既

存の「県」を維持することを媒介にして、制度福成上の内的連関性を有する

といってよい。

言い換えれば、地方自治制度の抜本的改革を目指すわが国がフランスに目

を向け、同一の論者によって市町村に対して一方で否定的、他方で肯定的な

評価が行われるとき、実はこの二つのレベルの制度が、一方が他方を必然的
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に生じさせるという不可分の関係にあることにはあまり言及されないのが実

情である。このようなある種のねじれが生じることにも見られるように、

日・仏両国の地方自治制皮は、外見的なあるいは地方自治制度の分類論にお

ける類似性にもかかわらず、その背後に決して軽視できない違いをもってい

るのである。

さらに言えば、フランスの地方分権改革が「ナポレオン以来」と呼ばれた

大事業であったと同様に、日本でも県を超える、しかも県の消滅を前提とす

るような広域自治体を創設しようとする企図は、強大な政治的エネルギーと

国民的合意を必要とすることは言うまでもない。従って「遺・州」を創設し

ようとすれば、綿密な制度設計に加えて、こうしたエネルギーを動員し、合

意を調達していくための政治的・歴史的条件の存否も伴わなければならない

であろう(17)。

日本と同様に、フランスにおいても県を越える広域行政制度創設の構想は

第二次政界大戦以前にさかのぼるが(18)、この両国の現在の制度や制度構想の

相違を生み出すに至ったことについて、軽視できないいくつかの要因がある。

以下では、そうした要因を、地方自治の制度原理、州制度創設の社会・歴史

的背景および州制度設計上の争点について、順次検討を加えてみたい。

2　州制度の社会・歴史的背景

まず、日仏の旧来の中間Efl体であった県を超える広域行政制度の比較を行

う場合、フランスのそれを創設させた歴史的および国際環境上の背景・特質

を概観し、日本のそれとの異同を確認しておく必要があろう。こうした背景

は、上述したように、制度改革の実現に際して動員が必要となる政治的エネ

ルギーの源泉となるからである。

(1)県:人工性と狭矯性
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1982年の地方分権改革で内外から最も多くの注目を集めたのは、中央集権

型地方行政の象徴とも言うべき官選知事制度の廃止であったが、本稿の関心

からすれば同時に実現した「州」という自治体が、地方政治行政の第三の段

階として設定されたことに第一義的な関心を寄せることになる。コルシカを

除けば(19)、 2-8の県をまとめたこの区域ないし広域団体の設定は、第二次

大戦後のフランスの地方行政をめぐる最大の論争の的であった(20)。その理由

については、以下のような事情をあげることができる。

まず、県はフランス革命直後、旧体制(アンシアンレジーム)における地

方行政の伝統と断絶するために新たに設定された区域であり、それゆえきわ

めて人為的な名前のつけ方(山、河、海、方角など)がされているォ1>　この

ような区域設定の人為性・人工性は、国民の地理的帰属意識において、今日

でもなお県の地位が脆弱であることにも現れている。例えば、州の設置後間

もない1985年と87年の二度に亘って行われたフランス国民の帰属意識調査

において、県へのそれは三層の自治体のうち最も低位にあった。すなわち、

「以下の場所のうち、どれに最も強い帰属意識をもちますか?」という問い

に関して、 「都市・市町村」と答えた者は、 33%-36%、 「州」のそれが

11%-13%へと増加していったのにたいして、 「県」もまた増加したものの、

その値は5%-6%に止まったのである(22)。

ところが、地域圏の方は1950年代半ば、当時進行中だった経済計画と国

土整備(地域開発)政策の事業調整区域として暫定的に設定され始めたころ

から、ノルマンディー、ブルターニュ、アルザス、ピカルデイといった旧体

制下の州の名称と採用していた。概して複数の旧藩・天領をまとめあげた日

本の廃藩置県と異なり、フランスの旧州(provinces)は分割されて県(現在、

フランス本国で96県)を生み出した。従って、その面積はともかく、人口

に着目すれば本国での単純平均は61万人、最大はノール県の256万人、最

少はロゼ-ル県の7万人となっている(23)。これでは、第二次大戦後の国土整

備事業の「受け皿」としては空間的に狭く、人口面でも脆弱だという考え方
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が、地域国という区域を構想させることになった。その際留意しておくべき

ことは、行政区城の「広・狭」についての論議に、当初から「外圧」ともい

うべき国際的な考慮要因が介在してきたことである。

(2)国際的要因: EEC・EC・EU

日本でも近年にわかに「東アジア共同体」構想についての論議が盛んにな

っている。その内容は多様であるが、少なくとも現時点では、この構想が日

本の地方自治制度の改革論議に直接大きな影響を及ぼす、ということには必

ずしもなってはいない(24)。無論、一方はあくまで構想であり、他方はEEC、

ECそしてEUへと発展してきた現実の機構であり、政治的共同体でもあるこ

との違いは大きく、そのことが公共政策の「フランスモデル」の危機を招来

したといわれるほどまでに(25)、フランスの国内政策や自治体の行動に影響を

及ぼすと同時に、逆に地域困(州)制度構想を助長し、その実現に寄与した

こともまた明白である。

実際、 1960年代初頭の地域圏の区域画定をめぐるフランス国内の論争は、

EEC城内競争における自国の県が小さいこと、従って域内競争での劣位への

憂慮が表明されていた。西ドイツの州であれ、イタリアの州であれ、その実

質的な権限内容はともかく、その人口規模においてはフランスのそれを確実

に凌駕していたからである。

しかし、 1964年策定の第四次計画の次期に至ると、この区域ないし段階の

法的・政治的な性格をどうするかも争われるようになってくる(26)。あくまで

計画の地域化のための地理的空間に留めておくのか、あるいは自治団体的性

格を附与するのか、そうであれば県と共存させて市町村を基礎自治体とする

三層別を採用するのか、それとも県を廃止して一挙に国の下に地域国・市町

村をおく二層の自治段階の組み方にするのか。一方ではこれに公選の議会を

設置して第三の地方団体とするという考え方があり、この対極にはこれをあ

くまで行政管轄区域にとどめるという集権論に立つ議論もあった(27)。
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後者の議論は、この区域が自治体、つまり一種の政治的共同体として自立

的性格を帯びることによって、パリ、つまり中央政府への遠心的勢力になり、

ひいてはフランスが単なる地理的名称に陥ってしまうという、ジヤコバン的

かつナショナリスティックな危供を背景としていた。 「パリの優越性を破壊

し、わが国のおよそ20の他の都市を対置することは、首都の政治的権威の

終幕を準備し、もはやフランスそのものではない、一つの共同体の首都とな

るチャンスをフランスが外国の都市に提供することである」というドゥプレ

の警告は、こうした危供を如実に表現したものであった(28)。

上述のように、 1950年代には、当時のEEC共通政策実施の地理的単位が

この広域圏となり、仮に政治的実態を伴うようになれば、フランス共和国と

いう政治単位の意味は次第に薄れて行くことが予想された。これは、当時の

政権中枢にいたフランス至上主義のナショナリストにとって決して容認でき

ないことであった。それでもその後の地域圏がたどった歴史は、政治的色彩

を次第に強めていくこととなり、 82年法による改革で一応の決着を見ること

になる(29)。

1982年法で規定された州の制度的枠組みは、市町村や県と同様に公選議会

が設置され、その議長がこの自治体の執行部の長を務めるというものとなっ

た。もっとも、この制度出発時においては、これまで述べてきたような歴史

的背景から影響を受けて、いくつかの特徴が見られた。そのさいたるものが、

州議会議員の選挙方法である。小郡(canton)単位の小選挙区制を採用して

いる県会と異なり、州議会は県別の比例代表制を採用した。つまり、州内の

各県の人口に比例してあらかじめ総定数を配分し、各県内で候補者リストに

投票するという方式である(30)。これは基本的には、州の事実上の政治的性格

を「諸県の連合体」に止めたいという、ボンピドゥ以来の州創設反対派の意

向がなお優越していたと見てよいであろうし、当時の大統領ミッテラン自身

も、こうした県重視派(departementalist)の一員とみなされていた.

実際、 1998年になって、当時の内務大臣、 p.ジョクスは、州議会議員選挙

-126-



広島法学　31巻2号(2007年) -312

法を制定した1985年の時点で、州議会議員を州という単一選挙区で選出す

ることを意図していたのかと問われ、以下のように答えている。 「全く考え

ていなかった。大統領ミッテランも、そして私も、それに反対した。大統領

はそうした選挙の方法が州の地図を固まらせ、そのことが州議会議長の正当

性を強化し、国民的統一性を危機に陥れるであろうと考えていた1,100万

人の住民によって選出されるイル・ドゥ・フランス州の議長を想像してみた

まえ。彼は、もう一人の共和国大統領になるだろう(31)」。

州が自治体として正式に発足するのは86年3月の選挙と議会の構成、さ

らには議長選出を待たなければならなかったが、最初の招集のさい、多くの

州で議員達は政党リストごとにではなく、政党横断的に各県ごとに着席した

という事実が報道された(32)。議員達がみせたこのような「州意識(esprit

regional)の未成熟」については、彼らなりの事情があったと思われる。この

国の公選職兼任制のもとで、有力な国会議員は地方議員を兼ねており、その

際、県内の大郡(arrondissement)単位の小選挙区制をとる国民議会選挙のこ

とを考慮すれば、彼らの地盤の培養に着実に貢献する県の方が優先されるか

らである(33)。他方で、自治体としての州の区域と議員選出の区域単位のズレ

は、住民のこの新しい自治体への心理的距維意識を生じさせていた。 1986年

から1998年にいたる三回の州議会選挙における棄権率は、 22%、 31%、そ

して42%-と10ポイントずつ増加していたのである(34)。

(3)エスニック・レジオナリスム

もう一つの理由はこれまでの説明にも関係するが、フランスのエスニッ

ク・マイノリティの存在である。パラ-ルの表現を用いれば、上述のような、

いわば「国家装置内部における管轄区域の変更と権限の再配置」という「ト

ップダウン」の動きに呼応したのは、 「ボトムアップ」の「地域主義運動」

であった(35)。フランス国民とは、フランス共和国とフランス語が作り出した

もの、とよく言われるように、その国民形成史上、フランスは単一の「フラ
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ンス民族」によって構成されているわけではない。今日世界的に注目を集め

ているイスラム系エスニック・グループは別として、フランスは歴史的に複

数の民族によって構成されてきた(36)。独仏国境のアルザス、ブリテン島を臨

むブルターニュ、スペイン国境地帯のバスク、地中海に浮かぶコルシカ、南

仏のラングドックなど、正統フランス語とは言語系統を異にする、従って固

有の文化をもった(もっていた)地方住民が存在している(37)。

ブルターニュの住民は、もともと民族的にはケルト系であって、 60年代初

期、大統領ドゴールの下で地方自治制度改革を担当したドゥプレ首相は、大

革命原理に反するブルターニュという歴史的地方名を嫌って、ことさらそれ

を「極西地方」と呼ぶようにしていた。バスクやコルスは、時として爆弾テ

ロを含む過激な民族自立運動集団を抱えていることで知られている(38)。むろ

ん、 「民族意識」の覚醒は、こうした極端な自立運動に走るだけではない多

様な運動集団あるいは党派を生み出し、経済的格差の是正、独自の地域計

画・政策の策定、あるいは固有文化復興運動に取り組んでいった(39)。

こうした地方の自己主張、つまり文化的・経済的自立運動は、 1960年代後

半から始ったo第二次世界大戦後、先進国は国ごとの子ピードと期間の違い

はあるものの、おしなべて高度経済成長をとげた。この成長は、地域間の不

均等発展を生じ、フランス第五共和制の発足から数年を経た60年代前半の

時期に、意欲的な国土整備政策が企図されたのもそうした事情を背景にして

いる(40)。戦後の経済発展から取り残された地方は、アルザス地方を除けば、

前述したエスニック・マイノリティの居住地城とほぼ重なっており、 「国内

植民地」論は、この自立運動にいわば理論的基礎を与えた。南西部フランス

を取り残す形での、パリと北東フランスを中心とする経済発展は、かつての

宗主国とその植民地の支配・収奪関係に似ているというものである。

(4)左翼ジロンド派:政治体制変革柄想との結合

こうした国内各地の「地域主義」運動は、 68年革命によって誕生した国家主
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導の計画化を否定する自主管理社会主義論から加勢をうけることになった(41)。

少なくとも70年代後半から政権獲得の時期に至るまで、フランスでもっと

も輝いていた思想は、資本主義もソ連型社会主義もともに乗り越えようとす

る、この新しい将来社会構想であり、それが社共両党の共同政策綱領に結実

し、そこでは、官選知事制度の廃止だけでなく(42)、広域自治体である州の創

設も大統領選挙の公約として掲げられることになった。

もともと地域圏-州を創設を企図する思想や運動は、 19世紀後半以来、政

治的には右翼に位置するものとみなされていた。敢えて図式的にとらえれば、

大革命の時期、集権原理をとって革命を勝利に導いたグループはジヤコバン

派(Jacobins)、それに反対し連邦主義原理を説いたグループはジロンド派

(Girondins)と呼ばれた。これ以後、とくに19世紀後半に右派勢力が地域主

義(regionalisme)を唱えるようになってから、 「ジロンド派」という政治的

な符牒は、革命原理、言い換えれば共和主義に反する勢力、従って右派勢力

だという評価が定着することになった(43)。言い換えれば、県を超えるレベル

で分権を唱えるのは右翼、集権原理を固持しようとするのが左翼となってい

た。そういう意味では、この左翼勢力による州の創設構想は、 「左翼レジオ

ナリスム」あるいは「左翼ジロンド派」といったジャーナリズム用語も生み、

革命以来一世紀半以上続いてきた政治勢力の色分けの規準の一つを事実上、

消滅させていくことになる。

その結果、なお両派の対立点は残るものの、 「レジョン」について論じる

ことは政治的タブーあるいはイデオロギー的争点という色彩を弱め、県を超

える広域自治体の設置およびその段階での地方分権の実現それ自体は、党派

を問わない合意を取り付けることができるようになった(44)。
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3　レジオナリズムと「道州制」の異同:

制度設計上の焦点

フランスの場合、自治体としての川制度は設置後すでに四半世紀を経てい

るが、政府形態及び国・地方の行政体系の編成において、今日構想されてい

る日本の道州制の制度設計における条件とは、軽視できない相違を見せてい

る。ここでは、その点について若干の検討を行ってみよう。

(1)国家・地方行政体系の並行的残存

1982年の分権改革の内容について、現在でも論者の誤解を散見することが

ある。端的に言えば、この改革による官選知事制度の廃止は、知事自身と

彼・彼女が体現する地方行政の原理の消滅を決して意味していない。確かに

知事はかつて、大統領、首相、内務大臣の代理人及び県の執行部の長という

4種の任務を一身に体現していたが、この分権改革によって最後の任務を県

会議長に譲り、新たに自治体に昇格した州においても同様に、自治体として

の州の執行部の長は州会議長が掌揺することとなった(45)。

しかし、前3種の任務は、この改革以後も州知事、県知事さらには郡長

(副知事)に留保されたまであり、 2003年の憲法改正においては、 1964年以

来、大統領令あるいは法律によって規定されてきた知事の任務が憲法の条文

上で再確認されることとなった。その第71条⑥において、 「共和国の地域共

同体においては、政府構成員各々の代理人たる国の代表者は、国家的利益、

行政上の監督及び法律の尊重につき責任を負う」と規定された。ここでいう

「政府構成員各々の代理人たる国の代表者」とは知事である(46)。この条文の

背景には、 1983年以来の権限移転の難渋と、それに伴う地方行政及び自治体

との関係の混乱状態を知事、とりわけ州知事の権限の宣言とその行使によっ

て脱却しようとした改革が着々と進められてきたという実績があったのであ

る(47)。
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ところで、 1982年以来の地方分権化と並行して唱えられた「地方分散化」

方針によって、県都には県庁(Hotel de laprefecture)と県役所(Hotel du

departement)、州都には州庁(Hotel de laprefectureregional)と州役所(Hotel de

la region)が並存するという、戦後改革による公選知事実現後のわが国の県庁

と比べて、奇妙な形をとることになった。より正確に言えば、自治体として

の県(州)執行部の長たる議長が指揮する部局と、県内(州内)の国の出先

間を統括する県知事(州知事)の並行的な事務執行体系が成立したのであり、

別の表現を用いれば、内務省の行政体系は決して消滅しなかったのである(48)。

無論、翌83年の「権限配分法」において、三層の自治体間の分業と事務

事業の実施に見合う再分配が行われることになったが、県及び州レベルに配

置されていた国の出先機関の組織、権限、職員及び財源の県移管も、また道

州制論で想定されているような州移管も大規模かつ順調になされたわけでは

ない(49)。それどろか、 「わが国においては、権限のブロック(bloc de

competences)による地方分権にはいまだに着手されていないいないのであるO

その結果、権限の錯綜が生じ、介入政策の一貫性を保持するために、地方自

治体と国家の間の協調関係を必要としている」のが実態であり、まさにこの

協調関係の要に知事が位置している(50)。

すでに述べたように、西欧諸国間の地方自治制度の類型論においては、

日・仏両国は通常、 「単一国家」、 「集権型」そして「融合型」であるという

点で、同一のカテゴリーに属する国とされている(51)。そのことが、同一の平

面での比較検討の相手方としてフランスを取りあげることについての当面の

妥当性を与えることとなっている。その際、憲法体制に関わる「単一国家」

「連邦制国家」の識別は、公式制度上、比較的容易である。しかし、 「集権型」

であること、及び「融合型」であることについては、若干のコメントを必要

とする。

「集権型」といわれる場合、通常それは「行政的集権」を意味することが

多いが(52)、フランスの場合、この「行政的集権」は必ずしもパリの本省庁へ
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の決定権限の集中を意味するものとはならない。すでに言及した、いわゆる

「地方分散(deconcentration)」の原理である(53,この原理の要素は二つあり、

その一つは本省庁の決定権限を可能なかぎり地方出先機関の長に委任するこ

と、もう一つは伝統的に内務省官僚たる県知事および州知事が、この地方出

先機関の長にたいして、それぞれの行政段階で統制権を行使し、県および州

の行政段階での国の政策の調整・調和を実現するというものである(54)。

無論、第二次大戦後に限っても、この方針を貫徹するためのデクレが何度

も公布されたが、省庁ごとの縦割りの権限委任の実践は、こうした方針を事

実上骨抜きにしてきたことは、この国の地方行政史における常識となってい

る(55)。むしろ、ここで注意しなければならないことはそうした事実とは別に、

この概念が、自治体の「自由な行政(libre administration)」の実現・発展にと

って不可欠な意味を与えられていることである。

戦後日本の自治制度改革は、 「集権・融合型」から「分権・分離型」 -の

転換を目指したものであり、そうであるからこそ2000年の分権改革にいた

るまで「機関委任事務」とその改革が学会の焦点になっていたといってよい。

しかし、この転換を制度改革の主題として掲げることがなかったフランスに

おいては、 「機関委任事務」が、この研究領域においていわば「呪誼の対象」

となることはなかった。そこには、改革の主題の違い以上に、国家に関する

考え方の相違が如実に現れている、と見るべきであろう(56)。

フランスで、日本国憲法の「地方自治の本旨」に相当する概念は「自由な

行政」となろうが、この概念においては国家の関与は決して排除されるので

はなく、むしろ積極的に位置づけられているのが、この「共和主義国家」に

おける自治についての正統派の理解である(57)。従って、この並行的な事務執

行体系は日本の道州制構想とは逆に、無力化され、廃止されるものでは決し

てない。むしろ地方分散方針の徹底によって、整備充実されるべきものなの

である。そのかぎりで道州制が、 「分権・分離型」を徹底する方向で構想さ

れる場合、 「非・分離型」かつ「分散型」を採るレジオナリスムとは、いわ
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ば質的な差異が生まれてくると言うべきであろう。

(2)県の存置:三層の自治体間の分業

ミッテラン分権改革に際して、道州制に関する優勢な議論と異なり、県の

廃止が有力な対案として論じられた気配はない(58)。実際、フランスの分権改

革は、 「70年代から80年代にかけて地方分権化に取り組んだヨーロッパ諸国

の大部分とは逆に、それまでの領域組織(organisation te汀itoriale)の一般的枠

組みと断絶することなく、また分権化のプロセスに関わる地方制度を再審に

付すこともなく行われた」のである(59)。

大革命に由来する共和主義的正当性を有する県に執着する県至上主義者の

主張が強かったことに加えて、県を廃止して二層別をとれば、 1つの州の直

下に単純平均で1,600余りの市町村が位置することになり、技術的な問題を

生じることになる(60)。従って三層別を維持し、なおかつ三層の自治体間のハ

イアラーキカルな上下関係の成立を阻止しようとすれば、各層間の分業関係

を明確にしなければならない。

この方針を具体化するためにとられたのが、 「権限のブロック」、ないし個

別事務権限を特定の政府段階にまとめて集中させるという意味での「特定化

(specialisation)」であった(61)。しかしこうした権限移転に伴う分業関係の確立

は、現時点においても決して十分ではない(62)。他方で、文化、観光、特に県

にも州にも権限を与えた経済開発といった領域では、改革時に期待された相

補性ではなく「競争的な飛び入り自由の乱闘」といった様相を示していると

いう否定的な評価も生むことになった(63)。

2003年の憲法改正に際しても、首相ラフアランが川支持派(regionaliste)

であったのに対して、大統領シラクが県支持派(departementaliste)であった

ため、県か州かの選択は暖味なままに終わったとする説明もあるが(64)、フラ

ンス革命伝統に根ざす県の廃止は、その理由として行財政上の合理性を主張

しえても、実際にはきわめて困桂であり、相応の政治的リスクを伴うことに
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なろう。

実際、帰属意識は必ずしも高くない県の存在それ自体について、国民はむ

しろ肯定的であるc 2002年に行われた「フランス人と地方分権:評価と期待」

と題する世論調査では、 「県の権限は州に移管され、県は徐々に消滅する」

ことを望むかという問いに対して、賛意を表明した者は全体で16%に止ま

り、 「県はその権限を維持し、存続し続ける」に、左・右の政治傾向や年節

をを問わない81 %の支持が集まった(65)。

実際このような世論に即応するように、州と並んで県の権限の強化も進め

られてきた。無論、 1983年の権限配分法でみられたように、州がダイナミッ

クな政策に傾斜する一方、県は社会保障を中心とするスタティックなそれに

集中するという基本線は維持されているが、少なくとも県の漸次的衰滅とい

う方向を歩んでいるとは言い難い状況にあることは、明瞭である(66)。

(3)区域設定と州都確定

ところで、この国の州の区域画定は必ずしも順調に行われ、また受容され

てきたわけではない(67)。上述したように、エスニック・マイノリティの居住

地城と重なりあう州もあれば、そうした歴史的な背景に乏しい州もあり、州

のアイデンティティの濃淡は決して一様ではない(68)。さらに90年代半ばの

状況であるが、当時なお22の州のうち9の州から、その区域設定について

疑義が申し立てられていた(69)。これに加えて82年改革以前には、地域圏内

「首都」 - 「州都」の指定をめぐって州内諸県(都市)間の激しい対立が生

まれた(70)。実は「州都」は公式には指定されていないが、地域固知事の前身

である「調整知事」を擁する県庁所在地がそうみなされきた。そういう事情

もあってか、 80年代半ばのある世論調査では、まだ「州都」の都市名を知ら

ない「州民」が半数以上に達する地域圏が4つもあったのである(71)。

行政システムの編成上、この「州都確定」や「境界紛争」以上に深刻なの

は、州の規模(人口と面積)、したがってまたその数の問題である。すでに、
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1950年代に「地域圏」の地理的確定が山場にさしかった時、国家計画の空間

化に取り組む計画庁は、ドイツやイタリアの州に匹敵し、さらにはそれ以上

の規模をもつ広域圏を望んでいたほどである(72)。

しかし、上述したように、元来現在の州は中央政府からの自立を恐れて、

いわば政治的な考慮の上で国際比較上小規模な区域にとどめられてきたけれ

ども(73)、 EU統合が間近に迫って再び政治論争の焦点となった1988年当時

のEC委員長であったドロールは、この区域の小ささがやがてフランスのハ

ンディになるであろうと断言した。イタリアやスペイン、特にドイツの州と

張り合えるだけの強力な州をつくること、具体的には本国の州の数を現在の

22から10ないし13まで減らすことが必要だという主張であった(7・')。もっと

も、表2を見るかぎり、州の創設後の事実上の比較の、そしてまた懸念の相

表2　ヨーロッパ諸国における州組織(organisationregionale)の比較

平均 人 口 平均面積 最 大人 口 最 少 人 口 最大面積 最少面積

(千 人) (平方キ ロ) (千人 ) (千人 ) (平 方キロ) (平方キ ロ)

フ ラ ン ス 2,79 9 25,49 0 l l,0 25 7 11 4 5,348 8 ,28 0

フランスの県 60 9 5.66 6 2,555 73 10 ,000 10 5

ド イ ツ 5,13 1 22,3 14 17,9 90 bbb 70 ,548 404

オーストリア 899 9,4 18 1,6 02 2 78 19 ,173 4 15

ベ ル ギ ー 3 ,39 1 10,173 5,9 33 9 60 13 ,512 16 1

ス ペ イ ン 2 ,512 3 2,833 7,20 0 2 62 94 ,193 5 ,034

イ タ リ ア 2 ,828 13,973 9,04 7 120 25,399 3 ,263

オ ラ ン ダ 1,318 2,823 3,38 8 3 12 4,932 1,363

日 本 ( a ) 9,827 2 8,222 28,30 2 1,3 60 83,4 55 2 ,274

日 本 (b ) 14,195 4 0,765 3 5,35 6 1,3 60 83,4 55 2 ,274

出典: Gerard-Franfois Dumont, Les regions el la regionalisation en France, 2004, p.129。ただし、

旧東欧圏に属する一部の国は除外した。またフランスとイタリアについては本土のみ。フ

ランスの県ついては、 Minist色Ie de l-Interieur et de 1-Amenagement du Territoire, Les Collectivites

locales en chiffres 2006, 2006,による。日本の数倍は第28次地方制度調査会の13道川案(a)

および9道州案(b)に基づく。松本英昭監修・地方自治制度研究会編集r道州制ハンドブ

ック」、ぎょうせい、 2006年、 59, 61頁。
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手回はドイツであった(ある)と言えよう。

2000年には、ジョスパン内閣下で「地方分権の未来のための委員会」 (モ

ーロワ委員会)が報告書を公表し、 EU域内全196州の経済力ランクにおい

て、フランスの諸州の相対的な弱さを指摘した。 「イル・ドゥ・フランス州

が、 -人当たり州内総生産(produit interieur brut regional par habitant)におい

て、ヨーロッパの州の中で第5位にあるとしても、ヨーロッパ平均を超える

3つの州、すなわちアルザス、オート・ノルマンディおよびローヌ・アルプ

は、それぞれ42位, 45位そして64位にとどまり、逆にこのランクの下位に

位置する三つの州、すなわちリムーザン、コルス及びラングドック・ルシヨ

ンは、それぞれ142位、 143位そして145位である175)」。

こうした現実について、確かに委員会の提言は、州間協同(inter-regionalite)

の発展を推奨するにとどまり、州の合併・再編そのもの明示的に唱えてはい

ない。この方向での改革構想は、市町村合併に似て、州議会議員からの強い

反発を受けることになる。彼らからすれば、ようやく固めつつある議員の地

位を再び失いたくないという個人的な理由もあるが、同時に82年法以降、

事実上不問に付されてきた「県か州か」という争点も再びよみがえって来る

ことになるからである。このため、 92年法では2-4の州をまとめる「州間

連合」という市町村間協力組織に似た制度が、当面の対応策として提供され

るに止まっている(76,

にもかかわらず、現行の州の地理的枠組みは、決して安泰ではない。この

委員会自体が、 「いくつかの州は、州間計画あるいは事業計画の策定、個別

事業の実施等を、それらの州の中の一つの州に委ねることもできよう(77)」、

と事実上の再編への言及も行っていることに止まらない。 1960年代前半に設

置された国土整備活動庁(DATAR)もまた、かつては、経済発展の極として

の「8大均衡都市圏」を基礎とする、そして今日では本国の6つの水系に基

づく大規模州(grandes regions)の創設を提案し続け、他方で2004年に行わ
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れたEU議会選挙も、その選挙区は本国を8分割するものであった。この

「州際的選挙区は、国民の全般的無関心のもとで設定されたが、大規模州創

設事業に政治的実体を与える第一歩(78)」となるのかもしれない。

むすびにかえて

最初に提示した課題からすれば、行政官僚制と州制度改革の関連、あるい

は県の存立に、従ってまた州のそれにも直接・間接の影響を及ぼす市町村共

同体あるいは「くに(pays)」等の基礎自治体と県の中間に位置する機構整備

の進展など、検討の狙上に上らせることができなかったテーマは少なくない。

とりわけ、フランスが1950年代後半以降、 「地域圏-州」という行政段階を

構想する際に、県が単に人口面で不十分であったということに止まらない特

有の事情があったことについては、本稿では取りあげることができなかっ

た。

ドゴールが第5共和制の初代大統領として、この国の経済・社会の近代化

(現代化)政策に乗り出したとき、この政策に正面から立ちはだかったのは、

「マルサス主義(Malthusanisme)」とも表現された、当時の地方フランスの経

済人、そしてまた県会議員を中核とする地方エリート層であった。彼らは政

治的にはともかく、経済的には拡大・発展には消極的であり、従ってまた現

状維持的・守旧的であった。 1964年改革において、県という枠を超えた活動

の拡大を志向する新しい経済・社会的エリート層を結集する目的で地域圏に

設置された「地域経済発展委員会(CODER)」は、なお諮問的役割にとどめ

られていたとはいえ、まさにこうした守旧的エリート層が根城とする県会を

迂回し、中央の計画当局と直結する場となるはずであった。

自治体の行財政能力という場合、広義にはその自治体の、経済発展・地域

開発に関する政策形成の能力のみならず、そうした方向への姿勢、あるいは

その実行のための政治的リーダーシップのあり方も含めて理解するとすれ
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ば、当時のフランスの県と現在の日本の県との間には、質的ともいうべき違

いがあるとみるべきであろう。従ってまたこの相違の確認は、このようなリ

ーダーシップが十全に発揮されるために最適な自治体の段階あるいは規模如

何という問いも、別個に改めて生じさせることになるであろう。その意味で

本稿は、あくまで素描に止まるものである。以下ここでは、ここまでの検討

を再度整理し、次の課題を検討する際の視点も提示することによって結びに

代えたい。

レジオナリスムと道州制を論じる際に、まず留意すべきことは両者がおか

れた社会的・歴史的条件の違いである。特にヨーロッパ規模の共同体の成立

という「外圧」あるいはエスニック・マイノリティの経済的・文化的自立運

動が生み出す政治的エネルギーに相当するものを、現時点での日本に兄いだ

すことは容易ではない(79)。

第2に、制度設計の根幹において兄いだされる相違にも注目すべきであろ

う。たしかに、 2003年の憲法改正によって、ジヤコバン的国家像からより分

権的内容をもつジロンダン的なそれへの漸次的な移行が明文化された。しか

しそれでもなお、ジヤコバン的地方行政原理に由来する地方分散政策の基本

線は確固として維持され、国と自治体の、 「非・分離型」の並行的行政体系

は再確認されたといってよい。

このような改革の基調は、いまなお36,000にも及ぶ基礎自治体の数的膨大

さと、その大半にみられる行財政能力の弱さという、いわばこの国の地方自

治制度の基礎構造に起因するとまず考えるべきであろう。ミッテランの前任

大統領ジスカールデスタンは、ボンピドゥ大統領に続き自治体としての地竣

圏の創設に必ずしも積極的ではなかったが、その基本姿勢は次の著名な演説

にも現れている。 「フランスは市町村、県、地域国そして国という4つの行

政段階を世界でただ一国保持しうるほど豊かではない」 (1975年11月24日、

デイジョン(80))

そうした政権中枢の自覚にも拘わらず、 30年以上経過してもこの国は3層
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の地方自治体を放棄する気配はない。とすれば、県の存続の前提となる市町

村合併がきわめて政治的リスクの高い事業故に歴代政権によって回避されて

きたという事情とともに(81)、この「タブー」の解読には別の視点を採用する

必要があろう。例えば、日本の制度改革が、いわば「政治参加の単位(区域)」

と「行政サービスの提供単位(区域)」を可能な限り一致させようとする努

力であった(ある)とみるならば、フランスの場合、必ずしもそういう発想

に重きを置いていないのではないか。

とすれば、 3つの段階がいずれも評議会.conseiil)型の組織編成を採るフ

ランスの自治体には何が期待されているのかという問いが生じて来るであろ

う。ゴールドスミスは、かつて「地方政府が演じる役割についての考え方

(conception)」の違いに注目して、 4つの類型を提示した。そこでは、フラン

スの基礎自治体は、 「地方政府の第-の役割が個々人ないし個人の集合体へ

の個別的な便益・サービスの提供と、そのためにまた区域内の利益がより高

い政府レベルで代表され、保護されるよう監視することに求められる」とい

う「クライエンテリスティック・パトロネジ」モデルに分類された(82)。

また先進国の自治体の比較枠組み構成するに際して、フランスについて以

下のように述べるシヤーの言葉もこの点で示唆的である。 「フランス・モデ

ルにおいては、地方政府の第一の役割は、草の根レベルの市民に対して、国

家レベルの政策決定への政治的参加の意識を与えることである(83)」。

市町村会議員51万人、県会議員4,000人、州会議員1,8　人という数値は、

そこに兼任議員が含まれようと、あるいは市町村会議員の多くが無報酬であ

るとしても、 「国民の100人のうち一人以上が市町村会議員である」という

厳然たる事実をうみだすことになる。他方で、常勤職員が5人に満たない地

方自治体(collectivites locales)は、 31,236団体にものぼる(84)。この行政体制

の脆弱さは、一方で水平的な行政協力機構を増殖させるとともに、自治体相

互間のそれではない、国の出先機関による自治体事業への「垂直的補完」を

必然化するのである。
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フランスの州制度を論じる際には、このような迂回する形での基底からの

視点も必要となってくるのではないか。

※本稿は、平成18・19年度文部科学省科学研究費(萌芽研究・課題番号

18653012)の交付を受けた研究成果の一部である。

(1)　2004年3月に始まり、 2006年2月の答申に至るまで、総会が5回、専門小委員会

が38回にも及んだ第28次地方制度調査会において、その基礎自治体の現状も含めて、

フランスの州への言及は幾度にも及んだ。この答申の概要および答申に至る経緯につ

いては多くの論稿が公表されているが、さしあたり松本英昭「道州制について一地方

制度調査会の答申に関連して-: (-) ～ (四・完)」 r自治研究j第82巻第4号～

第82巻第8号、参照。

(2)本稿では、 "region　については便宜的に、 1982年以前は「地城田」、それ以降は

「州」の訳語を当てる。

(3)　村松岐夫「行政学の課題と展望」日本行政学会編r年報行政研究17　行政学の現

状と課捌、ぎょうせい、 1983年、 49頁。村松によれば、日本の社会科学者における

「比較」という研究方法は、 「厳密な意味での「比較」を目的とするものではなかった」。

比較行政学のばあい、それは「むしろ、理論研究であれ制度研究であれ、日本の特定

の問題を心にとめたうえで「模範」を求めるという気持ちが強かったといってよいだ

ろう」 (同上、 43頁)0

(4)　この点については、拙稿「比較行政学一先進国-」、西別井・村松岐夫編集F講座

行政学　第1巻:行政の発展」、有斐閣、 1994年、所収、 141-143頁。

(5)　このような特徴は、行政学の伝統的な研究領域(地方自治及び官僚制)で顕著であ

る。筆者自身が、 30年前フランスの地方政治行政の研究を開始したとき、参照すべ

き国内の先行研究は、実務家による制度紹介的な論積を除けば、邦語文献は皆無に等

しかった。

(6)　もっとも、フランスは2002年の憲法改正によって、その第1条において共和国の

「不可分性」を再確認すると共に、この国の憲法史上初めて「その組抱は地方分権化

される(sonorganisationestdecentralisee)」という文言を付加した。

(7)　ここで「程度は小さい」としたのは、 1960年代後半から70年代前半にかけて、イ

タリアやフランスの基礎自治体レベルでの「革新自治体」の実践に着目し、紹介する

研究動向があったからである。例えば、厳密には行政学的研究とは言いがたいが、自

治体問題研究所編rイタリア・フランスの革新自治体J自治体研究社、 1972年、が
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それに該当する。

(8)　ただし、イギリスの模範としての「モデル」の内容は、いわゆるNPM革命以降変

化し、同時にいわゆる　ト国多制度」論の文脈でスコットランドへの注目も行われる

ようになったOこの点での最新の論稿として、山崎幹根「スコットランドから考える

道州制」 r郡市問題」第98巻第8号、 2007年、 23-27頁。他方で、このように特定の

国を「模範」とする場合でも、時として全体性・一貫性に欠け、 「つまみ食い」的な

評価が行われてきたことも否めない。

(9)　こうした気道を現している業績として、自治分権ジャーナリストの全編『フランス

の地方分権改革」日本評論社、 2005年、を挙げることができるo　このジャーナリス

トの会のメンバーの一人は、内閣官房設罪の「道州制ピジョン懇談会(第6回)」

(2007年6月5日開催)において、フランスの州制度について報告している　http://

www.cas.go.jp /jp / seisaku / doushuu / daio / 6gijisidai.html

また沢井安功も、 「単一国家体制を維持しながらも、極力、補完性の原理等に基づ

き中央政府の権能を選択的に重点化し、中間政府(メゾ・ガバメント)および基礎自

治体に分権を想定してわが国の地方政府をデザイン」するとき、 「イタリア・フラン

ス型欧州モデル」が、 「わが国の地方政府システム改革案の参考とすべき原型として

も相応しい姿」を示しているとする。 「第1章　地方政府システム改革の意義と研究

の進め方」、 NIRA研究報告書0502 [広域地方政府システムの提言一国・地域の再生

に向けて-』、総合研究開発機構、 2004年、 9-10頁。

さらに、 J.Loughlinは、 EU諸国の中央・地方関係の比較検討を行う際、国家のタ

イプを、連邦制、州を伴う-1)'一一制(regionalized unitary)、分権的単一制及び集権的単

一制に4分類し、第3のタイプにイタリア、スペイン、イギリス及びフランスをあげ

ているJohn Loughlin, Subnational democracy in the European Union: Challenges and

Oppotunities, 2001, pp. 14-15.

(10)　滝沢正『フランス行政法の理論』有斐閣、 1984年、 129頁。日本行政学会が、昭和

32年に折りからの府県再編論議に関わって、リージョナリズムについて最初に取り

あげた年報においても、外国の比較検討対象国はイギリス及びアメリカであった。す

なわち、佐藤竺「アメリカのリージョナリズム」及び高木鉦作「イギリスのリージョ

ナリズムについて」である。日本行政学会編r行政学研究叢書1　地方自治の区域」、

動草書房、 1957年、所収.

(ll)　クナップとライトによれば、フランスにおける分権改革と権限移譲による自治体の

「実施における役割の増大は、必ずしもその自律性の強化を意味しない」。というのも

「学校の建設・維持算は地方自治体に移管されたが、カリキュラム策定や職員配置な

どの決定的側面は、なお確固として中央政府の手中にある」からである。このかぎり

で、日本について語られる「集権的分散システム」類型に接近していると見ることも
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できようAndrewKnappandVincentWright,ThegovermentandpoliticsofFrance5th

edition,2006,p.378.

(12)高橋和之編r新版世界憲法集j、岩波文庫、2007年、309頁。ここでは、region

は「地域国」と翻訳されている。この憲法改正においては、補完性原理が唱われると

ともに住民投票の制度化も実現し、日本でも研究者の関心を引くことになったが、こ

の改正における州の問題については、邦語ではさしあたり次の文献を参照されたい。

大津活「r地方分権化された共和国」のためのフランス憲法改正」r法律時報J75巻

7号、99-109頁。

(13)この点に関しては、久選良子rフランスの地方制度改革:ミッテラン政権の試み」、

第3章「欧州統合とフランス国内の政府間関係」、早稲田大学出版部、2004年、参

B?,

(14)ドイツの連邦制を素材として、わが国の道州制論議に政治行政論的な一石を投じよ

うとした先駆的試みに、村上弘「「道州制」は連邦制の夢を見うるか?-ドイツ連邦

制を支える細部設計について-Jr立命館法学』、2000年6月(274号)、がある。

15)本格的な市町村合併策が取り組まれた最後の試みは、35年前の1971年のマルスラ

ン法である。この合併の試みと挫折については、拙稿「現代フランスの地方自治」、

中木康夫・田口富久治編著r現代フランスの国家と政治J有斐閣、1985年、139-190

頁。

(16)例えば、加茂利男r新しい地方自治制度の設計-「規模の利益」か「小さい自治の

連合」かIJ、自治体研究社、2005年、47-73頁.またこの「市町村共同体」につい

ては、邦語では次の論稿が詳しい。岡村茂「フランスにおける市町村共同組織の展開

とその問題性-「地域の民主主義」とガバナンスー」愛媛大学地域創成研究センター

r地域創成研究J第2号、2007年、1-23頁。

17)1982年の地方分権改革が、大統領選挙と国民議会選挙における社会党の勝利の熱

気の冷めないうちに着手されたこと、まず基本法を制定して、翌年その実体たる権限

配分に取りかかった、モーロワ首相とドラェ-ル内相の改革戦術の巧みさは、つとに

指摘されてきた。

(18)この点に関しては、さしあたり佐藤俊一r日本広域行政の研究」、成文堂、2006年、

15-22頁。

19コルシカは1970年に、プロヴァンス・アルプ.コートダジュール地域圏から分粧

し、本国では22番目の地域圏となったが、地域圏は単一の県によって構成されては

ならないという原則に従って、1975年の法律によって、「上部コルシカ」と「南部コ

ルシカ」の二つの県に分割されたMichelVerpeaux,"Latimiditesurmontee:Pointde

vuedujuriste",BernardDolez,AnnieLaurentetClaudePatriat(sousladirectionde),LeVote

rebelle:Leselecionsregionalesdemars2004,2005,pp.46-47.

-142-



広島法学　31巻2号(2007年) -296

(20)　この争点に関する殻も包括的な研究として、ドゴール退陣にいたる60年代末まで

を時期的な対象としたのであるが、 Yves Meny, Centralisation et decentralisation dans le

debatpolitiquefrangais (1945-1969 )、 1974、がある。

(21)マルセイユのあるプ-シュ.デュ・ローヌ県は、まさにローヌ河の河口という意味

であり、ベルギー国境の大都市リールのあるノール県は端的に北県、地中海に面した

有名な保養地で、イタリアに近いニースを県庁所在地とするアルプ・マリチーム県は

アルプスと海岸沿いという言葉の組み合わせ、となる。県の創設については、フラン

ソワ・フユレ/モナ・オズーフ(河野健二・阪上孝・富永茂樹監訳) rフランス革命

事典4　制度j、みすず書房、 1999年、 140-156頁、参照。日本でも明治維新期に、

廃藩置県に際して県名や県庁所在地の選定について、一部の藩では「人心一新」 「旧

習一掃」の意図のもと、旧譜名の抹消が見られたが、旧州を分割して県を新設したフ

ランスほど徹底していたわけではない。勝田政治r廃藩置県- 「明治国家が生まれた

日」 -」、講談社選書メティエ188,2000年、 199-204頁.

(22) L. Dim,Lasocietefrancaiseentendances, 1990,p. 64.また、拙稿「フランスにおける

地域圏(Region)の現状と課題(-)」、 r厳島法学j第16巻第3号、 1993年、 142頁O

こうした自治体.形成と帰属意識という論点は、わが国の憲法学でも取りあげられてい

るが、渋谷秀樹は道州制の実現と「共同体意識」の必要性について、以下のように否

・定的である。 「結局、先述のように、共同体意識は地方公共団体の存立の前提として

あるのではなく、むしろ地方公共団体と設定された後に年月をかけて人為的に生成さ

れるものなのである。」 - 「したがって、繰り返しとなるが、社会的基盤としての共

同体意識の要素は、地方公共団体存立の前提条件とはならないとみるべきであり、遺

州の創設は共同体意識を要素とする地方公共団体ではない団体の創設であるとする批

判は当たらない」 「E]本国憲法60年　課題と展望　地方自治」 FジュリストJ No.1334

(合併号) 2007・5・1-15、 135頁。

(23)県の面積は単純平均で5,700平方キロであり、ほぼ愛媛県規模となる　MINIST丘LE

DE L'INTERIEUR ET DE L'AMENAGEMENT DU TERRITOIRE, Les Collectivites locales

enchiffres2006,2006,pp. 10-ll.なお人口の数倍は、 1999年センサスによる。

(24)　もっとも、道州制の実現と東アジア経済圏における「州」単位での生き残り競争と

いう主張は、特に「九州」川構想において見られる。最近のものとしては、九州地域

戦略会議道州制検討委員会r道州制に関する答申J、 2006年10月、がある。そこで

は「経済のグローバル化の進展により、九州は東アジアの都市・地域との厳しい競争

に直面している。九州は一国に匹敵する経済規模と人口を有するなど優れたポテンシ

ャルをもっているが、各種の規制等の存在や海外との交流が各県単位で行われている

ことなどから、そのポテンシャルを十分に活かすことができていない」という現状認

識が示されている。 http:// www.kyukeiren.or.jp / katsudo / pdf/ 1810doushuuseil.pdf
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(25) p.Muller, …Entre le local et et 1-Europe: la crise du modele franfais de politique publique",

RFSP, vol. 42, no. 2, avri1 1992, pp. 275-297.

(26)　戦後期には,後に首相として1964年の地方制度改革を主導したドゥプレが、県を

超える広域自治体の設置阻止を意図して、府県合併に相当する「拡大県

(departements elargis)」構想を提起していた　Bruno Remond, La fin de VEtatjacobin?,

1998,p.90.またこの時期の改革論については、拙稿「フランスにおける地域改革一一

九六四年改革の成立と展開-」 『法政論集(名古屋大学)J第九五号、 1983年、 166-

169頁。

(27)　同上拙稿、 「フランスにおける地域改革」、 162-165頁。

(28)　同上拙稿、 「フランスにおける地域改革」、 168頁。

(29) 1964年の改革では、社会職能代表によって構成された諮間機関が設置され、 1969

年には大統領ドゴールが地域田を自治体とする提案をレフェレンダムに付した。しか

し、既得権を脅かされると受け止めた地方政治家層(県会議員中心)からもノンを突

きつけられたドゴールは退陣し、後任の大統領ボンビドゥは、 1972年の公施設法人

たる地域圏を設置する。両大統領の改革方針の違いは、さしあたりその依拠する政治

的基盤に由来するといえよう。中木康夫Fフランス政治史・下」未来社、 1976年。

(30)　前掲拙稿「フランスにおける地域圏(Region)の現状と課題(-)」、 130-133頁。

(31)　he Monde, 26 mai 1998. cite dans Christophe Guettier, /,〝situtions Administratives 3e

edition, 2005,p.464. /1.)を含むいわば首都圏に相当するイル・ドゥ・フランス州は、

人口でフランス全体の19% (1999年センサス)、国内粗生産では28% (2003年)杏

i!."める。

(32)　拙稿「現代フランスの地方自治」中木康夫・田口訂久治編r現代フランスの国家と

政治」、有斐閣、 1985年、 167頁。

(33)　前掲拙稿、 「フランスにおける地域国(Region)の現状と課題(-)」、 134頁。この

いわゆる公職兼任(cumul des mandats)慣行に関する最新の邦語文献には、岡村茂

「フランスにおける分権改革く第二幕)と公選職兼任現象一地域民主主義研究のため

に-」愛媛大学地域創成研究センタ一掃r地域創成研究年報j第一号、 2005年、が

ある。この慣行は、それが生み出す牒敗現象の故に「フランス民主主義の病」として

つとに批判の対象とされてきたが、兼任ポストの数と算において制限が加えられるこ

とはあっても、この慣行自体を全廃するまでには至っていない

州議会選挙法と同じ年の1985年に成立したいわゆる「公選職兼任制限法」は、そ

れまでの事実上の無制限兼任状況に終止符を打ち、国民会読只は「欧州読会議員、州

議会議員、県会議員、パリ市会議員、パリ以外の人口2万人以上の人口を有する都市

の市長、及びパリ以外の10万人以上の人口を有する都市の助役」のうちのいずれか

一つの公選職しか兼任できないとするものであった。

-144-



広島法学　31巻2号(2007年) -294

その結果、国会に訪席をもつ政治家が、対象となる公職を地方自治体に限定すれば、

第2の議席として市長職、県議会議員あるいは州議会議員のいずれかを選択しなけれ

ばならない難問が発生するOこれは、単に政治家個人のキャリア設計の都合に止まら

ず、県と州という二つの中間的自治体の政治的権威を左右する可能性を有する選択と

なっf-^

(34) Christophe Guettier, op.cit., p. 462.このような議員選挙における県バイアスを生じさ
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って州議会に確固たる執行部を樹立させることにあったとされているJean-Luc BCuf

et Manuela Magnan, Les collectivites territoriales et la decentralisation 2 erne ed, 2006, pp.

71-72.もっとも、この選挙方式は一度も用いられることなく、 2003年になると再度、

「県」への配慮が見られる再改正が行われ、 2004年の州議会選挙を迎えることとなっ

た。この場合、上でみたように、相次ぐ投票率低下の打開策として、有権者に身近な

選挙となるよう、読会全体の議席数を党派別に確定した後、個別の配分は各県での得

票数に応じて県別に配分する。そのため、各党派の名簿では、候補者を県別に区分し、

順序もつけておくという方式が採用された。 「多数派プレミアム」とは、比較第一党

に議席の25%をまず配分するというものである。また、議員任期もそれまでの6年

から5年に短縮された。 『フランスの選挙-その制度的特色と動態の分析-J、第一法

＼規、 2007年、 132-147頁。

(35) Jacques Palard, "La region au coeur des enjeux territoriaux", dans Jacques Palard et Bernard

Gagnon (sous la direction de), La Region et territoires: strategies et acteurs du developpemenl

en Aquitaine, 2006, p. 16.

(36) J・E・Sへイワード　川崎信文他訳rフランス政治百科　上」、効草書房、 1986

年、 35-36頁。

(37)　現代におけるフランス国内のエスニック・マイノリティー問題についての、先駆的

で包括的な素描については、伊藤るり及び梶田孝道の以下の論稿を参照。伊藤るり

「地域的アイデンティティの変容と社会紛争の地域化」宮島喬・梶田孝道編F先進社

会のジレンマ」、布斐問、 1988年。梶田孝道rエスニシティと社会変動』、有信堂、

1988年。また、ブルターニュに即して、フランス政治史における周辺問題を取りあ

げたものとして、中木煉夫「フランス政治史とブルターニュ問題- 「単一不可分の共

和国」とブルターニュー」、名古屋大学「法政論集』 110号、 1986年、 1-45頁、があ

・'*>o

(38)　先史時代以来のブルターニュの歴史について邦語文献では、原聖F<民族起源>の

精神史:ブルターニュとフランス近代J、岩波書店、 2003年、が詳細である。また、
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コルシカを中心とする地域主義(regionalisme)については、長谷川秀樹rコルシカの

形成と変容一共和主義フランスから多元主義ヨーロッパへ-」、三元社、 2002年、参

照。九〇年代後半になっても、コルシカやバスクでは、自立派によるこの種のテロや

その準備行為が止まなかった。特に1994年に起こったコルシカの現職知事の暗殺事

件は、内外に大きな波紋を呼んだJean-Jacques Chevalier, Guy Carcassonne et Olivier

Duhamel, La Ve Republique 1958-2004 lie edition, 2004, pp. 454-4550

39　　梶EEl孝道、前掲書、 191-203頁。また、最近のブルターニュにおける地域文化復興

運動については、歴史学者による次の報告がある。小田中直樹rフランス7つの謎J

文春新書、 2005年、 71-94頁。

(40)　戟後期に公刊された、地理学者グラヴイ工のセンセーショナルな題名をもつ　rパリ

とフランス砂漠」 (Jean-Fran9ois Gravier, Paris et le desertfrancais. 〝ouveau edition. 1972)

は、 82年分権改革の次期においても、その力強いイメージを失っていなかったとさ

れる　Andrew Knapp and Vincent Wright, The goverment andpolitics ofFrance 5th edition,

2006, p. 359.

(41)　地域運動(movementregional)と左翼勢力の結びつきについては、梶田孝道、前掲

書、 187-190頁.また、この時期の自主管理社会主義論についての駐良の解説書とし

て、平田清明r社会形成の経験と概念j、岩波書店、 1980年、節二部Ⅲ 「自己管理と

複数主義の社会主義」がある。

42　　官選知事の廃止自体は、すでに第四共和制憲法に規定されていた。ただし、冷戦状
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157-198頁。
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1982,pp. 87-89.邦語文献では滝沢正、前掲書、 149-177頁。
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(53)地方分権概念との混同の少なくないこの「地方分散」とは、法学的で一般的な色彩

が強いが、さしあたり以下のような定義が与えられている。「国土に展開し、階紋別

的性格を持つ紐帯によって中央当局に従属する国家の代理人への一定の権限の附与で

ある」A.deLaubadere,TraitedeDroiladminisitratif,8eed.,¥o¥.1,1980,p.98

(54)この地方分散の概念と政策については、拙稿「フランスにおける地方制度改革と知

事団(-)」1988年、r庶島法学J第11巻第3・4号、185-192頁、参照o

(55)OlivierDiederichsetlvanLuben,Ladeconcentration,1995,pp.72-78.
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(59)SergeRegourd,"L'organisationterritorialeissuedeladecentralisationde1982:unbilan

critique",dansCahiersfrancais318:Decentralisation,Etatetterritoires,2004,pp.3-4
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